




















状況が続いている。これは、1970 年代の第 2 次ベビーブームへの対応で大量に採用され
た教員が満 60 歳の定年退職を迎えている一方で、その欠員を充足するために新卒や異業
種からの転職による若手教員を大量に採用していることによる。直近で過去 2回分の統計





































平成 28年 11月公布の教育公務員特例法の一部改正（平成 29年 4月施行）の概要をま
とめる。今回の一部改正においては、複数の箇所での修正が行われているが、その主たる
目的は、教員の養成･採用・研修の一体的改革を図ることである。そして、大きな変更点は、






表 1 教育公務員特例法の一部改正について 
（校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針） 



































































県の教員育成指標とする）を策定して平成 30 年 2 月に公表している。協議会委員を務め
る大学は、茨城大学、筑波大学、筑波技術大学、茨城キリスト教大学、常磐大学の 5校（国
公立大学 3校、私立大学 2校）である。成長段階（キャリアステージ）は、5段階（採用




数は、第 1期の形成期が 1~5年目、第 2期の成長期が 6~11年目、第 3期の発展・充実期
































下、栃木県の教員育成指標とする）を策定して平成 30 年 3 月に公表している。協議会委




































策定して平成 30 年 1 月に公表している。協議会委員を務める大学は、群馬大学、群馬県
立女子大学、共愛学園前橋国際大学、高崎経済大学、高崎健康福祉大学、東京福祉大学の





























を策定して平成 30 年 1 月に公表している。協議会委員を務める大学は、千葉大学、聖徳









































































を策定して平成 29 年 7 月に公表している。他の自治体と比べて半年以上も早く教員育成
指標を策定・公表することができたのは、平成 20年 10月に「東京都教員人材育成基本方































































（以下、神奈川県の教員育成指標とする）を策定して平成 29 年 8 月に公表している。協
議会委員を務める大学は、横浜国立大学、鎌倉女子大学、神奈川大学の 3校（国公立大学
1 校、私立大学 2 校）である。成長段階（キャリアステージ）は、4 段階（養成期、開発
期、充実期、発展期）となっている。教職経験年数は、開発期が 1~5年程度、充実期が 5~20












































資質向上研修実施状況（平成 30年度）調査結果」によれば、約 3割の自治体が 11年目以
外で「中堅教諭等資質向上研修」を実施しており、既に弾力的な運用を積極的に取り入れ
た自治体が出現している。指標の構成項目は、各自治体が採用段階で掲げている「求める
教師像」を教員育成指標の土台に据えており、いずれの自治体においても、使命感、教育
的愛情、教養、専門知識と技能、実践的指導力、人間性、社会性、コミュニケーション能
力、情報活用力、課題解決力、組織力などを、これからの教員に求められる資質能力の基
礎・基本とし、若手教員、中堅教員、ベテラン教員（管理職を含む）の成長段階（キャリ
アステージ）ごとに到達目標を設定している。そして、管理職には、教員の指標に加えて、
学校経営、外部連携、教職員管理、人材育成、危機管理といった学校マネジメントの能力
とチーム学校をリードする能力を指標とする点も共通している。なお、すべての協議会に
おいて、協議会委員として名を連ねているのは、自治体の教員の中核を果たしている教育
学部など教員養成系の学部を持つ国公立大学、加えて教職課程のある私立大学である。 
教員育成指標が策定された意義について考える。教員育成指標は、先輩教員（元教員・
ベテラン教員）から後輩教員（中堅教員・若手教員）が継承していくレガシーとも言える。
成長段階（キャリアステージ）の到達目標や構成項目には、各自治体で長年に渡って教職
に携わってきた先輩教員（元教員・ベテラン教員）の熱い思いが込められている。先輩教
員は、自らが若手教員や中堅教員だった頃に、苦労の末にようやく手に入れることができ
た知識・技能を惜しむことなく、後進育成のために少しでも貢献したいという熱い気持ち
を込めて教員育成指標に託している。かつては、若手教員の育成というのは、日々の授業
実践や教育実践などにおいて、経験豊富な中堅教員やベテラン教員である先輩教員による
熱血指導で揉まれながら、少しずつ知識・技能を習得して教職の経験値を積み上げていっ
たものである。先輩教員と若手教員の間には、時には厳しく時には温かくという人間愛に
溢れる職人と弟子のような関係が成立しており、長らく学校という組織の文化として継承
されてきた。しかしながら、近年の教員の大量退職・大量採用の影響を受けて教員の経験
年数の均衡が崩れたことにより、若手教員の指導できる中堅教員やベテラン教員の不足が
深刻な課題として顕在化している。中には、若手教員と管理職のみの配属となっており、
中堅教員とベテラン教員がいない学校もある。このような状況では、教職員研修センター
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や総合教育センターなどにおける校外研修を除いて、若手教員が中堅教員やベテラン教員
から日常的に学ぶ機会に恵まれていないことから、先輩教員から若手教員への知識・技能
の伝承が途切れてしまうことになりかねない。つまり、経験の浅い若手教員が経験豊富な
先輩教員から知識・技能を受け継ぎ、やがては自らの後輩に伝えていくという、これまで
学校組織には自然に存在してきた伝統的な学校文化が消滅の危機に瀕している。さらに、
いじめ・不登校などの児童生徒指導、貧困・児童虐待などの課題を抱えた家庭の児童生徒
対応、インクルーシブ教育の理念を踏まえた特別な支援を必要とする児童生徒や外国人児
童生徒対応、地域社会のつながりや支え合いによるセーフティーネット機能としての地域
連携など学校を取り巻く課題は多種多様であり複雑化している。そこで、限られた時間や
人的資源の中で、教員の多忙化にも配慮しつつ、効果的で効率的な資質の向上を図るため
に開発されたのが「資質の向上に関する指標」（教員育成指標）である。教員育成指標は、
教員が教職生活全体を俯瞰して、自らの職責、経験及び適性に応じてさらに高度な段階を
目指す手がかりとなるものであり、効果的で継続的な学びに結び付ける意欲を喚起するも
のでもある。なお、当然のことではあるが、教員育成指標というのは、一度策定したら終
わりというものはではなく、定期的に見直しを行って、より良いものへと絶えず改善して
いくという教育実践における不断の努力が必要であることを忘れてはならない。 
最後に、「教員は学校で育つ」という言葉がある。若手教員の指導や育成を中堅教員に任
せるのではなく、チーム学校として若手教員を育てるという認識のもと、ベテラン教員、
管理職、事務職員も含めて全ての教職員が学校全体として若手教員を育てるという考え方
に発想を転換していくことが重要である。また、指導教員不足に対する有効な打開策とし
ては、再任用教員を若手教員や中堅教員の指導教員として配置する策を講じることを強く
提案する。公立学校の教員の定年は満 60 歳であるが、心身ともに健康で本人が希望する
場合には、定年退職後に再任用制度を利用して満 65 歳までは教員として働くことができ
る。校長や副校長など管理職で定年を迎える教員は再任用教員として、再び校長や副校長
などの管理職に就く、もしくは初任者指導教員（拠点校指導教員を含む）になる、という
二者択一が慣例となっている。そこで、今後は再任用教員の配置における慣例の抜本的な
見直しを図ることにより、（校長や副校長と初任者指導教員のどちらかではなく）若手教員
指導教員や中堅教員指導教員にも積極的に着任させていくべきであろう。「人生 100 年時
代」と言われる昨今、大量退職に伴う再任用教員の豊富なマンパワーを最大限に活用して、
初任者教員だけでなく若手教員や中堅教員さらには管理職や事務職員も含めてすべての教
職員の指導・育成のために、長年の教職経験で培った知識・技能を存分に発揮していくと
ともに、その知識・技能を後輩の教職員に伝授していくことを大いに期待したい。 
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